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１ 令和元年度事業計画

（平成31年４月１日～令和２年３月31日）

⑴ 物品の調達・納入業務

化学薬品、放射線管理用品、事務用品、消耗品等の調達・納入を行うものである。

⑵ 受託業務

日本原燃株式会社等から委託を受け、次の業務を行うものである。

ア 原子燃料サイクル施設及びその付帯設備の運転・保守管理に関する業務

イ 六ケ所原燃ＰＲセンターの管理・運営の補助業務

ウ 社員寮・社宅・食堂等の管理運営業務

エ 清掃・除雪・植栽等の環境整備に関する業務

オ 低レベル放射性廃棄物の陸上輸送業務

カ 原子燃料サイクル施設構内における物品等の集配に関する業務

キ 通勤バスの運行管理に関する業務

⑶ 保険代理店業務

損害保険代理業務及び自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業務を行うものである。

⑷ 不動産貸付業務

日本原燃株式会社等の社員寮等の不動産の賃貸業務を行うものである。
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２ 平成儫年度事業実績

（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

⑴ 物品の調達・納入業務

化学薬品、放射線管理用品、事務用品、消耗品等の調達・納入を行ったものである。

⑵ 受託業務

日本原燃株式会社等から委託を受け、次の業務を行ったものである。

ア 原子燃料サイクル施設及びその付帯設備の運転・保守管理に関する業務

イ 六ケ所原燃ＰＲセンターの管理・運営の補助業務

ウ 社員寮・社宅・食堂等の管理運営業務

エ 清掃・除雪・植栽等の環境整備に関する業務

オ 低レベル放射性廃棄物の陸上輸送業務

カ 原子燃料サイクル施設構内における物品等の集配に関する業務

キ 通勤バスの運行管理に関する業務

⑶ 保険代理店業務

損害保険代理業務及び自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業務を行ったものである。

⑷ 不動産貸付業務

日本原燃株式会社等の社員寮等の不動産の賃貸業務を行ったものである。
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３ 平成儫年度決算報告書
⑴ 貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在）

（単位 円）
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
未 収 入 金
商 品
貯 蔵 品
リ ー ス 投 資 資 産
前 払 費 用
立 替 金
雑 流 動 資 産

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
建 物 附 属 設 備
構 築 物
車両及び運搬具
備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産
保 険 積 立 金
そ の 他 の 投 資
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
リース投資資産
敷 金
リサイクル預託金

1,235,932,295
583,927,108
570,241,420
899,672
1,113,957
583,183

21,108,235
3,068,038
54,059,889
930,793

2,609,205,160
1,751,473,036
319,621,067
10,865,401
3,572,256
14,417,190
11,203,341
228,562,870
3,003,800

1,160,227,111

5,197,648
607,144
4,590,504

852,534,476
63,065,611
550,000
2,211,587
92,633,520
693,384,708
300,000
389,050

（負 債 の 部）
流 動 負 債
買 掛 金
１年以内に返済予定の長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 消 費 税 等
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
寮 食 費 預 り 金
保 険 預 り 金

固 定 負 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
預 り 保 証 金
役員退職慰労引当金
退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本
資 本 金

利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

純 資 産 合 計

757,338,670
458,405,536
56,868,000
1,270,944
17,093,029
87,483,202
14,140,600
46,884,800
22,624,478
6,755,514
40,995,144
4,817,423

1,891,263,431
1,587,978,000
1,973,160
12,496,000
2,366,100
286,450,171

2,648,602,101

1,196,535,354
10,000,000

1,186,535,354
900,000,000
286,535,354

1,196,535,354
資 産 合 計 3,845,137,455 負債・純資産合計 3,845,137,455



⑵ 損 益 計 算 書
（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

（単位 円）
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科 目 金 額

売 上 高
売 上
受 託 収 益
保 険 代 理 店 収 益
不 動 産 賃 貸 料

売 上 原 価
仕 入
受 託 費 用
保 険 代 理 店 費 用
不 動 産 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益
社 員 寮 賃 貸 料
雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
社 員 寮 管 理 費

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

1,116,858,889
3,662,607,097
35,306,505
196,386,900

1,010,871,566
3,461,585,632
21,376,801
144,285,928

2,175,418
4,992,269

11,116,206
792,556

14,510,323

69,362,900
3,830,119

5,011,159,391

4,638,119,927

373,039,464

184,717,884

188,321,580

7,167,687

26,419,085

169,070,182

169,070,182

73,193,019

95,877,163



⑶ 株主資本等変動計算書
（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

（単位 円）
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株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 10,000,000 700,000,000 390,658,191 1,090,658,191 1,100,658,191 1,100,658,191

当 期 変 動 額

別途積立金 200,000,000△200,000,000 0 0 0

当期純利益 0 95,877,163 95,877,163 95,877,163 95,877,163

当期変動額合計 200,000,000△104,122,837 95,877,163 95,877,163 95,877,163

当 期 末 残 高 10,000,000 900,000,000 286,535,354 1,186,535,354 1,196,535,354 1,196,535,354



注 記 表
（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法

① 保険積立金

時価法 （解約した場合の返戻金を計上）

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 ・・・ 定率法

ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物については定額法を採用している。

② 無形固定資産 ・・・ 定額法

③ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

⑶ 引当金の計上基準

① 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付費用（簡便法による期末自己都合要

支給額）に基づき、期末において発生していると認められる額を計上している。

② 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

⑷ 消費税等の会計処理

税抜方式を採用している。
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２ 貸借対照表等に関する注記

⑴ 担保に供されている資産の注記

担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりである。

建 物 116,836,665 円

建物附属設備 1,508,892 円

構 築 物 144,329 円

土 地 134,400,870 円

リース投資資産 714,492,943 円

計 967,383,699 円

担保付債務は次のとおりである。

長 期 借 入 金 604,846,000 円

⑵ 有形固定資産の減価償却累計額は610,789,489円である。

３ 株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式に関する事項
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株式の種類 前事業年度 増 加 減 少 当事業年度

普通株式（株） 200 0 0 200




